
神戸市（平成 24年 6月 1日から） 

 対象建築物 特定工程 特定工程後の工程 

木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造、

鉄骨鉄筋コンクリート造その他これら

以外の構造又はこれの構造を併用する

建築物で次の各号のいずれかに該当す

るもの 

（１） 一戸建て住宅（住宅以外の用

途に供する部分を有するもの

にあっては、住宅の用途に供

する部分の床面積の合計が 10

㎡を超えるものに限る。）で、

法第 6 条第 1 項若しくは第 6

条の 2 第 1 項の規定による確

認の申請又は法第 18条第 2項

の規定による通知（新築、増

築又は改築に係るものに限

る。以下「申請等」という。）

に係る床面積の合計が10㎡を

超えるもの 

（２） （１）に掲げる用途以外の用

途に供する建築物で、申請等

に係る床面積の合計が 100 ㎡

（申請等に係る階数が 1 であ

るときは 200 ㎡）を超えるも

の 

基礎工事 基礎（基礎ぐいを除く。以下

同じ。）の配筋工事（木造又

は木造とその他の構造とを

併用する構造の建築物であ

って、地階を除く階数が 1で

あるもの又は地階を除く階

数が 2であるもののうち 2階

部分の構造が木造であるも

のに係る当該工事を除く）の

工程 

基礎の配筋を覆うコンクリ

ートの打設工事（木造又は木

造とその他の構造とを併用

する構造の建築物であって、

地階を除く階数が 1 である

もの又は地階を除く階数が 2

であるもののうち 2 階部分

の構造が木造であるものに

係る当該工事を除く）の工程 

建

方

工

事 

１．木造又は木

造とその他の

構造を併用す

る構造 

柱、はり及び筋交いの建て方

工事の工程（枠組壁工法（平

成13年国土交通省告示1540

号に定める工法をいう。以下

同じ。）による場合にあって

は、耐力壁の設置工事の工

程） 

柱、はり及び筋交いを覆う

床、壁又は天井を設ける工事

の工程（枠組壁工法による場

合にあっては、枠組を覆う屋

内側の壁又は天井に設ける

工事の工程） 

２．鉄骨造（2

階部分の構造

が鉄骨造であ

るもの） 

2階の鉄骨の建て方工事の工

程 

鉄骨に耐火被覆を設ける工

事又は壁の外装若しくは内

装の工事の工程 

３．鉄筋コンク

リート造又は

鉄骨鉄筋コン

クリート造（2

階部分の構造

が鉄筋コンク

リート造又は

鉄骨鉄筋コン

クリート造で

あるもの） 

2階の床及びこれを支持する

はりに鉄筋を配置する工事

の工程（当該工事を現場で施

工しないものにあっては、2

階のはり及び床版の取付け

工事の工程） 

2階の床及びこれを支持する

はりに配置された鉄筋をコ

ンクリートその他これに類

するもので覆う工事の工程

（当該工事を現場で施工し

ないものにあっては、2階の

柱及び壁の取付工事の工程） 

2 項の構造と 3

項の構造を併

用する構造 

該当する構造に応じた特定

工程のうち最も早期に完了

する工事の工程 

該当する構造に応じた特定

工程のうち最も早期に完了

する工事の工程に対応する

特定工程後の工程 

適用除外 

（１） 法第 68条の 11第 1項の規定による型式部材等製造者の認証を受けたものが製造又は新築する当該認証に係る建築物 

（２） 法第 85条の規定の適用を受ける建築物 

（３） 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11年 6月 23日法律第 81号）第 5条第 1項の規定により建設された住宅

に係る住宅性能評価書の交付を受ける建築物 

備考 

一の確認で 2 棟以上の建築物がある場合にあっては、早期に完了する棟（当該棟が他の棟の規模に比して極めて小さい場合

を除く。）、工事を 2 以上の工区に分割して施工する場合にあっては最も早期に完了する工区（当該工区が他の工区の規模に

比して極めて小さい場合を除く。 


